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１．はじめに

　文部科学省において、環境教育を推進するための
施策として、具体的に５つの内容が挙げられている

（令和５年（2023）第１回環境教育等専門家会議）｡
その中の一つに「学習指導要領における環境に関わ
る内容の一層の充実」があり、平成29（2016）年の
小・中学校学習指導要領、平成30（2017）年の高

等学校学習指導要領の改定において、社会科や理
科、技術・家庭科などの関連する教科等を中心に、
環境教育に関する内容の充実が図られてきた。
　現行の学習指導要領実施前に行われたものである
が、小学校の教員が全教科の中で環境を意識して
授業をしていないという調査結果（小林・鈴木・木内、
2016）や教員志望学生の環境意識や行動が国民モ
ニターより低いという調査結果（小林、2017）がある。
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2017年以降には、女子大生を対象とした洗濯と地球
環境意識に関する調査（美谷・竹橋・柿原・工藤、
2021）、女子大生の環境意識分析（荒井、2018−
2021）があるのみで教員養成に焦点を当てた調査は
管見する限り見当たらない。
　本研究は、まず、大学生の環境意識調査研究の
概要および問題点を明らかにしつつ、現在の日本の
大学生の環境意識を究明し、さらに得られた示唆を
基に、大学での教員免許取得に必要な科目等で、今
後どのように展開すればよいかの改善の例を提案す
ることを目的とする。

２�．大学生を対象とした環境意識調査の実
態と問題点

　大学生（短期大学生を含む）を対象とした環境意
識調査には、少なくとも①効果的な授業や活動を通
して特定の環境意識の変容を調査している研究（註１）

と②環境意識の実態そのものを調査している研究の
二つの側面がある。本稿は、現在の大学生の環境意
識の実態を明らかにすることが目的の１つであるた
め、②を含む研究に注目することとする。
　なお、②環境意識の実態そのものを調査している
研究は、基本的に一つの大学又は短期大学の学生を
対象として行われてきており、複数の高等教育機関
を対象とされてこなかった。

１）環境に関する情報源
　環境に関する情報源として、伊藤（2009）は、「テ
レビ、教科書、参考書、インターネット」があるこ
とを指摘しており、「特にインターネット利用の割合
が高い」ことに注目している。
　現在はさらに、インターネットやスマートフォン、
SNS等が普及する中で、新聞や雑誌などから積極的
に情報を得る読解力を中心とした教育的活動が大学
では求められる。
　さらに情報源として、大学以前の環境教育を受け
た経験に注目している研究として古岡（2018）、荒井

（2011）、梅澤ら（2010）がある。その中で梅澤ら（2010）

は、「大学入学前までに受けた環境教育」という調
査項目を設定し、「地球温暖化」「酸性雨」「リサイ
クル」は高校までに学習している可能性が高いこと
を指摘している。
　このように、高校までの環境教育の影響は高いが
一方で、京都議定書、東日本大震災、残留放射線、
処理水、マイクロプラスチックなど、時代とともに
高校以前に取り扱われていく内容も変わってくると
思われる。それらを考慮した大学の環境教育教材が
必要となるであろう。

２）環境問題
　環境問題に関しては、伊藤（2009）、梅澤ら（2010）
より、地球温暖化や水質汚濁など環境問題の用語に
関しては、学生は比較的知っていることが明らかに
なっている。
　一方、荒井（2011）、荒井（2021）は知っている
ことと理解ししていることを区別し、「温暖化」「オ
ゾン層の破壊」「酸性雨」「砂漠化」に関しては、比
較的知ってはいるが、「よく理解している」学生はい
ずれもほとんどいないことを指摘している。環境問
題に関する正しい科学的理解の欠如については、梅
澤ら（2010）、荒井（2021）のいずれでも指摘され
ていることから、時代を超えた問題であることがわ
かり、もっと広く捉えると、環境に関する科学リテラ
シーや数学リテラシーの欠如とも言い換えることが
できるであろう。

３）環境と生活の関係
　生活と関係に関しては、伊藤（2009）では、「省
エネや節約に関する情報、日常生活が環境に及ぼす
影響、環境問題が生活に及ぼす影響に関する情報
への関心が高い」、「コンセントをこまめに抜く、電
気をちゃんと消す、レジ袋を貰わない、エアコンを
できるだけ使わない等の習慣が身についている学生
が多い」としている。梅澤ら（2010）の調査結果から、

「学生及び家族のエコ活動」の上位３つのカテゴリー
を取り上げると、「家庭ごみ」（ゴミの分別やゴミの
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減量を含む）、「電気、ガスの使用量を減らす」、「水」
（節水や水の再利用を含む）となることがわかった。
上記の伊藤（2009）や梅澤ら（2010）からわかるこ
ととして、荒井（2011）が「日常生活でもできる範
囲で実践している学生が多い」としているように、
全体的な傾向として、やれる範囲内ではやっている
し、やろうともしていると思われる。
　しかし、高橋（2009）は「現在の生活水準を落と
してまで循環型社会への移行は受け入れられないと
するものが大幅に増加した」ことを指摘している。
荒井（2011）においても「環境によい商品」は「同
じ価格なら購入する」が、「環境に対して積極的に
支出するという面が見られない」としている。さら
に小林（2017）では、特定の大学生のほうが、国民
生活モニターよりも10％以上少ない項目として「包
装ができるだけ少ない商品を選ぶ」、「エコマークな
どの環境ラベル（マーク）が付いたものを選ぶ」、「環
境配慮に取り組んでいる店舗や企業の商品を買う」
が指摘されている。このことはやはり「便利・安い」
の価値意識が「環境配慮」の価値意識よりも上回っ
ているからと言えるだろう。

３．調査方法

　令和元年（2019）年度に文科省が実施した環境に
やさしいライフスタイル実態調査の調査項目と小林

（2017）の調査項目を基に調査項目を作成し、2025
年７月に授業内で実施する。私立文系大学の幼・小
教員免許希望学生及び地方公立大学の中・高教員
免許希望学生、合計357名の日本の大学生を対象と
する。
　質問紙の内容は、環境に関する意見に賛成か、環
境保全の行動を行っているか、行いたいか、環境の
情報をどこから入手しているか、などである。環境
に関する意見に加えて、身につけた知識や技能を実
生活の様々な場面で直面する課題にどの程度活用で
きるかを測るためにPISAが調査している３つの分
野と環境との関わりがあるかについての質問も加え
る。

４．調査結果

　回答は188件、回収できた（回収率52.7％）。性別
の内訳は、女性90人、男性91人、無回答７人であっ
た。私立文系大学123件（女性76人、男性41人、
無回答６人）、地方公立大学65件（女性14人、男性
50人、無回答１人）であった。 

（１）環境問題に対する意見について
　環境問題に対する意見について、どう思うかの結
果（図１）は、「そう思う」「ややそう思う」を合わ
せた回答で、一番高いのは、「環境保全について理
解を深めるための環境教育や環境学習は重要であ
る」（95.8％）であった。次いで、「日常生活におけ
る一人ひとりの行動が、環境に大きな影響を及ぼし

図１　環境問題に対する意見への賛同度合い
（％）
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ている」（92.1％）、「マイクロプラスチックによる環
境汚染に積極的に対応すべきである」（90.4％）が続
いた。一方で、「環境を保全するためには、読解力
が必要である」、「環境を保全するためには、数学的
リテラシーが必要である」については、70％前後の
賛同であった。
　もっとも賛同が受けられなかったのは「現在の原
発の安全性を考えるとこれ以上増設すべきではな
い」（67.7％）という項目だった。すなわち、原発に
関しては増設すべきかどうかについて意見がわかれ
ているということがわかる。

（２）環境保全のための行動について
　環境保全のために既に実施している行動として、
高かったのは、「ごみを地域のルールに従って分別し
て出す」（75.7％）、「服装で気温の変化を調整する」

（66.1％）、「長く使えるものを選ぶ」（63.5％）が行っ
ている上位であり、「環境について必要な事があれ
ば、行政に意見する」、「服装で気温の変化を調整す
る」、「オーガニック商品を選んでいる」ついては

13％ほどしか実践されていなかった（図２）。
　身近な環境（水辺、緑地、大気など）に関する世
論調査（令和６年10月調査）においても、環境保
全のためにゴミを拾うようなクリーン活動が最上位
となっており、保全活動と言えば、まずは国民から
見ても学生から見てもゴミ問題となっていることが
わかる。
　実践していない大学生が、今後、環境保全のため
に行いたい行動の上位は、「長く使えるものを選ぶ」

（91.2％）、「できるだけごみを出さないようにする」、
「節電等の省エネに努める」、「ごみを地域のルール
に従って分別して出す」、「不用品をリユースにまわ
す」などで80％以上の大学生が「行いたい」と回答
した（表１）。そのほかの項目も「行いたい」との回
答が多かったが、「ペットボトルの飲み物を飲まない
ようにする」が、36.8％ともっとも低い結果となった。
次いで、「オーガニック商品を選んでいる」、「環境に
ついて必要な事があれば、行政に意見する」の順で
低かった。
　上記に示した世論調査では、環境保全について実

図２　環境保全のための行動実践率
（％）

表１�　今後、環境保全のための行動をおこない
たいか

（％）
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施していない国民の15％強が全体として環境保全活
動を実施するつもりがないとしているが、本調査で
は、具体的な行動について、18項目すべてについて、
これから「行いたくない」としたのは０人であった（図
３）。このように、具体的な項目を選択肢とすることで、
特定の項目については行ってもよいと思えるように
なる可能性があることもわかった。

（３）環境に関する情報の入手について
　大学以前の入手先は小・中・高校の授業が多かっ
たが、大学入学後は大学の授業が多くなった（図４-
１、図４- ２）。また、どちらも大学や小・中・高校の
次にTV、SNSが上位になっている事が分かった。
　それぞれ受けている授業の影響が一番強いことか
ら、教える側が意図を持って、環境意識及び行動の
醸成を行っていく必要性があることがわかる。また、
TV、SNSが上位であることから、知識の正確性に

問題がある可能性があり、新聞や専門書などの利用
も促す必要があると思われる。

（４）学校教育で実施すべき環境教育の内容
　学校教育の中で行った方がよい環境教育について
89名の自由記述をまとめた（表２）。
　環境問題については、「地球温暖化」が11件ともっ
とも多く、他の環境問題よりも地球温暖化に関心が
高いことが分かった。

図３�　環境保全のための行動をこれからも
「行いたくない」と回答した人数

図４－１　入学以前の環境についての情報入手

図４－２　大学入学後の環境についての情報入手

（％）

（％）
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　身近な内容では、「ゴミ・３Ｒ」（34件）や「節電・
節水・エネルギー」（12件）などが多く記述された。
授業方法等では、環境について考える授業は１件と
少なく、実践や体験を行う内容（19件）が多かった。
実践や体験の具体的な内容は、トマト、ゴーヤ、ア
サガオ、花壇などの植栽活動、地域の清掃、ゴミ処
理場の見学、ゴミの調べ学習など廃棄や清掃に関す
る実践などである。また、「身近でできる環境保全
行動を知る」（７件）では、実際にどのような活動を
すればよいか、具体的な行動が何かを教える方がよ
いとする意見もあった。すなわち、環境保全活動が
何であり、どのようにしたらよいかの「正解」を教
えて欲しいということである。

５．考　察

　大学生は、先行研究でも指摘されている通り、環
境教育や環境学習について興味を持ち重要視してい
る。また環境教育の情報の入手先についても古岡

（2018）、荒井（2011）、梅澤ら（2010）の指摘の通り、
それぞれの学校段階の機関から得られていることが

明らかになった。さらに環境問題に対する意見につ
いても70％から95％の大学生が賛同していた。しか
し自由記述で「地球温暖化」「ゴミ・３Ｒ」などを中
心に記載されていることから、高校までの環境教育
の影響も無視できないであろう。
　先行研究と異なった結果として、伊藤（2009）の
調査で環境に関する情報源としてインターネットの
割合が高いことが分かっていた。一方、本調査では、
一番高い情報源は、小中高校や大学のようにそれぞ
れの学校の段階の機関であった。平成29（2016）と
平成30（2017）の学習指導要領の改訂で環境教育
の充実を図っている結果とも推測できる。
　また、荒井（2011）は日常生活でやれる範囲のこ
とを実践している学生が多いとしていた。それに対
し、本調査では、ペットボトルの飲み物を飲まない
ようにするといった日常の行動を「行いたくない」
という学生が多い結果となった。ペットボトルと環
境問題のつながりが不透明であることが要因の一つ
ではあるがさらに、ペットボトルを買わないでマイ
ボトルを使うことが受け入れられる日常の行動を超
えている、すなわち不便な思いをしてまで、環境行
動を取りたくはないということも要因となっていると
思われる。このことから、環境に興味があるとしても、
行動化に対しては、自分にあまり不都合がないとい
う条件付きなっているのであろう。
　さらに、環境問題に関する行政への意見は実際に
行っている大学生の割合も低く、行いたい学生の割
合も低い。また自由記述の中で、「私たちが気をつけ
ること」や「具体的にやった方がいいこと」を教え
て欲しいという意見があった。これらは行政参加へ
の無関心や自己決定権の放棄など日本の民主主義に
も関わる問題である。塩瀬（2025）が指摘している
ように民主主義や個人の意思決定が尊重される環境
先進国のドイツの大学生ではどのように返答するの
か比較してみたいところである。
　今回の調査では、対象の学生の一部は小学校教
員を目指す学生で、大学の授業の中で家庭科教育や
理科教育、生活科教育等を履修している。その中で

表２　学校教育で実施すべき環境教育の内容

環
境
問
題

身
近
な
内
容

授
業
方
法
等
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環境についても学修しており、授業の内容が環境保
全のための行動の実践率と関連していると推測でき
る。ただし、彼ら全体の環境保全の行動実践率をみ
ると、決して高いとは言えないことがわかった。

６．おわりに

　最後に、教職における環境教育として、それぞれ
の教科で実践できる可能性のある内容を提案してみ
たい。
　例えば、「理科」の中では、生態系を絵にする活
動を通して理解を図っているが、それに加えて、地
球環境問題を科学的に扱う（環境用語の科学的理解）
とともに、ペットボトルの使用がどのように生態系と
つながっているのか（日常生活が環境に与える影響）
を雑誌や図書（読解力の育成）を用いて行うことが
考えられる。さらに、ペットボトルに関して原料と加
工工場、回収工場、再処理工場、再加工工場と実
際に巡っていくこともあり得るであろう。
　「家庭」では、既に衣食住の生活の中の消費に関
わる内容（３Ｒ・地産地消・マイクロプラスティック・
エシカル消費など）は行っているが、実践したり体
験したりするような場面が少なかったため、実践的
な内容を取り入れる方がよい。また、環境に関する
意見で数学的リテラシーが必要だという項目が他の
項目に比べて少なかったため、既に行っている授業
内容の実態データを読み取り、読み取った内容を深
く考え、日常生活で行動しようと思わせるような授
業展開も必要である。
　「生活」では、自然観察や自然遊びを通して、自
然を感じたり、自然を味わったりする授業は行って
いるが、それらに加えて、町探検後に、地域の理想
的な町環境を絵で描いてみたり、動物の飼育と温暖
化を関連させるために、飼育小屋の夏の暖かさを体
感する活動があり得る。さらに学校周辺の過去の写
真を入手し過去と現在で「緑」がどのように変化し
たかについて実感する環境変化を感じとる活動も考
えられる。
　以上、本論文では、環境意識の先行研究と比較

して、相違を明らかにすることができた。さらに、
それらを基に教職の中での環境教育を改善するため
の具体的な提案をしてきた。
　今後は、日本人の属性ごとの比較に加え、世界レ
ベルでも比較を行い、相対化し、日本人の環境意識
及び保全のための行動の特徴を明らかにしていきた
い。また、教育課程の改変の速度が進んでいる現在、
探究型の授業や学校で独自に作るカリキュラムマネ
ジメントの観点からも、強化の枠組みを超えた、自
主的学習や探求型の新しい環境教育カリキュラムの
開発が求められるであろう。

本研究は、JSPS科研費JP24K05921の助成を受けた
ものである。

註
註１　例えば、環境意識・行動を促すために、澤田（2014）

では屋上緑化、森野ら（2024）ではミツバチと環境と
のつながり、新保・平（2022）ではダンボールコンポ
ストに注目している。
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